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平成１７年６月に閣議決定された「経済財政運営と

構造改革に関する基本方針２００５（いわゆる骨太の

方針２００５）」において、「国・地方の徹底した行政

改革」や「公務員の総人件費改革」が項目として示

され、公務員の総人件費削減について、国･地方と

もに定員の「純減目標」などの明確な目標を掲げて

強力に取り組むとされている。

これまでも、地方公共団体においては、厳しい財

政状況の下で、住民の期待と信頼に応えるため、地

域の実情や住民ニーズに即した多様で個性的な行政

を展開していくことが求められており、分権時代に

ふさわしい簡素で効率的な行政体制の整備・確立が

必要とされている。

府内市町村においても、住民ニーズに的確に対応

しつつ、適正な定員管理に取り組んできたところで

あるが、行政改革の推進と併せ、より一層適正な定

員管理を着実に実行していくことが重要である。

本稿は、各団体が適正な定員管理を進める上での

基礎資料としていただくため、府内市町村（大阪市

を除く。以下同じ。）、一部事務組合及び広域連合

（以下「一部事務組合等」という。）に関する｢平成

１７年地方公共団体定員管理調査｣結果の概要をまと

めたものである。

（注）平成１３年調査から介護保険関係職員（平成１３

年４月１日現在５８１人）の計上部門が、一般行

政部門の中の民生部門から、公営企業等会計

部門の中のその他へ移動されている。平成１３

年調査以降の数値は、これに従って掲載して

いるため、平成１２年以前の調査の数値と比較

する場合は、この点にご注意願いたい。

平成１７年４月１日現在における府内市町村及び一

部事務組合等の総職員数は５７,６４７人となっており、

対前年比で１,４４７人（２.４５％）減少している。

これを団体区分別に見ると、市が５２,１１５人（対

前年比９９８人、１.８８％の減）、町村が２,１１３人（同

４６０人、１７.８８％の減）、一部事務組合等が３,４１９人

（同１１人、０.３２％の増）となっている。

次に、これを行政部門別に見ると、一般行政部門

が３０,９５１人（対前年比８３５人、２.６％の減）、特別行政

部門が１４,４２９人（同３９２人、２.６％の減）、公営企

業等会計部門が１２,２６７人（同２２０人、１.８％の減）

となっている。

大部門別職員数の状況を見ると、前年より増加し

ている部門は、商工部門（対前年比９人、３.１％の

増）、病院（対前年比２人、０.０３％の増）、交通

（対前年比２人、１.０％の増）の３部門のみとなっ

ている。

また、減少している部門では、減少数が多い部門

では教育（対前年比３８６人、４.５％の減）、民生（同

２８７人、２.７％の減）、土木（同２０５人、４.５％の減）

等となっており、また、減少率が高い部門では、水

部門別職員数の状況 （表－２、表－３）

総職員数の状況 （表－１、表－２）はじめに
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表－１　団体区分別職員数



道（同１４３人、５.３％の減）、農林水産（同２２人、

５.１％の減）などとなっている。

次に、小部門別職員数の状況を見ると、前年より

増加している部門は、民生一般が６９人（対前年比

５.７％）と最も多く、以下住民関連一般４３人（同

５.４％）、防災２７人（同２０.９％）などとなっている。

また、減少している部門では、保育所が２６８人

（対前年比４.５％）の減と最も多く、以下水道１４３人

（同５.３％）、小学校９２人（同５.３％）などとなって

いる。

職種別職員数の増減数で見ると、医師･歯科医師、

保健師･助産師、生保担当ケースワーカー、社会教

育主事などが増加しており、その他の一般事務職、

保育所保育士、調理員、その他の技能労務職、守

衛・庁務員などが減少している。

一般行政職に属する職員の職務上の地位別職員数

の状況を見ると、部長級（相当職を含む。以下同じ。）

８１６人（対前年比４人、０.５％の増）、部次長級

１,０６７人（同１５人、１.４％の増）、課長級２,５８６人（同

１４人、０.５％の増）、課長補佐級３,６１６人（同４８人、

１.３％の減）、係長級６,２９５人（同１１９人、１.９％の減）

となっている。

その結果、係長級以上の役職者数は、１４,３８０人

（対前年比１３４人、０.９％の減）で、一般行政職の全

職員に占める割合は６１.０％となっている。

職務上の地位別職員数 （表－５）

職種別職員数の状況 （表－４）
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表－２　大部門別職員数

表－３　小部門別職員数の増減状況

表－４　職種別職員数



平成７年以降の１０年間においては、総職員数は

９,４３９人（対平成７年比１４.０７％）減少している。

この間の推移を見ると、平成６年～平成７年は増加

傾向にあったが、平成７年の６７,０８６人をピークに、

平成８年からは１０年連続で減少している。

行政部門別に見ると、一般行政部門で５,４８７人

（対平成７年比１５.１％）、特別行政部門で２,９３６人

（同１６.９％）、公営企業等会計部門では１,０１６人（同

７.６％）それぞれ減少している。

次に、大部門別の職員数で見ると、増加している

部門は、その他公営企業等会計の５８８人（対平成７

年比６４.０％）が最も多く、以下病院の１９５人（同

３.３％）、消防の１３１人（同２.２％）などとなってい

る。

また、減少している部門では、教育の３,０６７人

（対平成７年比２７.０％）が最も多く、以下民生の

２,１４６人（同１７.１％）、衛生の１,１９３人（同１６.２％）

などとなっている。

※２１頁の（注）参照のこと

以上、｢平成１７年地方公共団体定員管理調査｣の結

果を概観してきたが、これまで述べたように、各団

体において適正な定員管理に取り組んだ結果、総職

員数については、平成１７年まで１０年連続で減少し

ている。

今後とも、各市町村においては、分権型社会にふ

さわしい行政体制の整備を図るため、｢地方公共団

体における行政改革推進のための新たな指針｣（平

成１７年３月２９日付け総務事務次官通知）で要請され

ている事項等を踏まえ、数値目標を掲げた定員適正

化計画の着実な実行、見直し、公表などを通じて、

住民の理解と協力を得ながら、計画的かつ中長期的

な視点で定員管理に取り組まれることを期待するも

のである。

おわりに

過去10年間の総職員数の推移
（表－２、表－６）
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表－５　職務上の地位別職員数＜一般行政職＞

表－６　総職員数の推移（平成７年～平成１７年）
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別表１　平成７年～平成１７年部門別職員数［市（大阪市を除く）・町村・組合分］
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別表１－２　平成７年～平成１７年部門別職員数構成比の推移
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別表１－３　平成７年～平成１７年部門別職員数対前年増減率の推移
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別表２　平成１７年４月１日現在職員数及び対前年増減員数
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別表３　職務上の地位別職員数（平成１７年４月１日現在）
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別表４　住民基本台帳人口千人当たりの職員数（平成１３年～１７年）
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別表５　一般行政職における女性職員の割合


